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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：農林水産業の振興

重点施策事業名：地域農林水産物活用支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：農林水産部 流通・加工推進課

１ 事業の目的・内容

６次産業化および地域農林水産物活用の推進を図るため、商品開発や既存商品

のブラッシュアップ支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

地 域 農 林

水 産 物 活

用 支 援 事

業

１ 地域農林水産

活用支援事業

・商品ブラッシュアッ

プを目的とした研修

を実施する。

・加工品グランプ

リの開催

・地域農林水産物

活用支援アシスタ

ント配置

・加工品開発補助

：５件

１ 地域農林水産

活用支援事業

・ 事業者を対象

に集合研修を４回、

専門家派遣を事業

者 ご と に 各 ４ 回 実

施。

・ 「 お きなわ島ふ～

どグランプリ」を開催

した。

・地域農林水産物

活用支援アシスタ

ントを配置した。

・加工品開発補助

：５件

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 地域農林水産物活用支援事業

効果： 魅力ある商品開発に取り組む人材を育成するため、６次産業化に関す

る技能習得を目的とした集合研修や個別研修の実施、商品開発や販路開

拓等に係る経費の補助により、事業者の商品の改良や販路の新規開拓な

ど課題解決につながった。

課題： これまで地域の魅力を生かした商品開発を支援し、高付加価値化する

ことで所得向上を図ってきた。今後は、引き続き地域の食品製造業など

の他産業と農林漁業者との連携を意識した支援を行うとともに、出口対

策としてブラッシュアップした商品の販路拡大にもより力を入れて取り

組む必要がある。
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４ その他

令和７年度より後継事業として実施する「県産農林水産物活用連携支援事業」

では、これまで取り組んできた商品改良の支援に加えて、新たにテストマーケテ

ィングや個別商談などの販路開拓の支援メニューを実施することで、商品改良か

ら販路開拓まで一貫した６次産業化の取組支援を行っていく。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：農林水産業の振興

重点施策事業名：畜産担い手育成総合整備事業費（補助金事業）（継続）

事 業 期 間：平成５年度～

部 課 等 名：農林水産部 畜産課

１ 事業の目的・内容
未利用・低利用地を地域の担い手に集積し、草地造成等の自給飼料生産基盤を

整備することにより、飼料基盤に立脚した安定的な経営体を育成し、地域農業の
活性化を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

畜産担い

手育成総

合整備事

業費（補

助金事

業）

（ ）

１ 畜産担い手

育成総合整備

事業（補助金

事業）

・草地整備改良

、草地造

成改良 、

施設用地造成

、雑用水施

設２カ所、隔障

物 ｍ、牛

舎 ㎡、堆

肥舎 ㎡、農

具庫 ㎡、農

機具。

（ ）

１ 畜産担い手

育成総合整備

事業（補助金

事業）

・草地整備改良

、草地造

成改良

、施設用地造

成 、雑用

水施設２カ所、

牛舎 ㎡、堆

肥舎 ㎡、農

具庫 ㎡、農

機具。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 畜産担い手育成総合整備事業費（補助金事業）

効果： 草地造成や草地整備改良により、粗飼料基盤が整備され飼料自給率の
向上につながった。また牛舎や堆肥舎等の農業用施設整備による規模拡
大や経営の効率化、家畜ふん尿の堆肥化による環境に配慮した畜産経営
や有機物の土地還元等、耕畜連携の推進にも効果を発揮した。さらに、
飼料収穫機械の導入による労働力の低減も図られており、飼料基盤に立
脚した安定的な畜産担い手を育成することで、離島をはじめとした地域
畜産の活性化につながっている。

課題： 物価及び建築資材価格の高騰等の影響により、事業参加者から一部工
種の廃止の要望等があり、地元調整及び計画変更に不測の日数を要した
ため、一部工事を繰越している。計画変更等の必要性が生じた場合は、
速やかに関係機関と適切なスケジュール調整を行い、早期の工事発注に
努める。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：農林水産業の振興

重点施策事業名：粗飼料価格高騰緊急対策事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：農林水産部 畜産課

１ 事業の目的・内容
畜産農家の飼料費負担軽減を図るため、粗飼料費高騰分の一部補助を実施。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

粗 飼 料 価

格 高 騰 緊

急 対 策 事

業

１ 粗飼料価格高

騰緊急対策事業

・輸入粗飼料価格

が高止まりしてい

ることから、対象

農 家 戸 に 対

し、輸入粗飼料購

入費の一部を補助

し、飼料費負担の

急増を緩和するこ

とで、畜産経営の

維持を図る。

１ 粗飼料価格高

騰緊急対策事業

・輸入粗飼料価格

が高止まりしてい

ることから、対象

農 家 戸 に 対

し、輸入粗飼料購

入費の一部を補助

し、飼料費負担の

急増を緩和するこ

とで、畜産経営の

維持を図った。

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 粗飼料価格高騰緊急対策事業

効果： 飼料価格の高騰、高止まりの長期化に伴い、畜産経営における飼料費
負担が増加し、危機的な状況が続いている。

畜産経営の更なる悪化が懸念される中、当事業においては、輸入粗飼
料への依存度が高い県内酪農家及び肥育牛農家に対して、購入費用の一
部補助を行った結果、畜産経営における飼料費負担の軽減に繋がった。

課題： 依然として輸入粗飼料価格の高止まりは続いている。飼料価格の動向
は、原油価格の変動、円安等の外的要因によって、今後も価格の不安定
化が懸念される。そのため、自給粗飼料の生産性向上や、畜産生産物の
販売力強化等、畜産経営安定に向けた取組を引き続き実施していく必要
がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：農林水産業の振興

重点施策事業名：配合飼料価格差緊急対策事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～

部 課 等 名：農林水産部 畜産課

１ 事業の目的・内容
畜産農家の飼料費負担軽減を図るため、配合飼料費高騰分の一部補助を実施。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

配 合 飼 料

価 格 差 緊

急 対 策 事

業

１ 配合飼料価

格 差 緊 急 対 策

事業

・配合飼料価格

が高止まりして

いることから、

対 象 農 家

戸に対し、配合

飼料購入費の一

部を補助し、飼

料費負担の急増

を緩和すること

で、畜産経営の

維持を図る。

１ 配合飼料価

格差緊急対策

事業

・配合飼料価格

が高止まりして

いることから、

対象農家

戸に対し、配合

飼料購入費の一

部を補助し、飼

料費負担の急増

を緩和すること

で、畜産経営の

維持を図った。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 配合飼料価格差緊急対策事業

効果： 配合飼料価格の高騰、高止まりの長期化に伴い、畜産経営における飼
料費負担が増加し、危機的な状況が続いている。

畜産経営の更なる悪化が懸念される中、当事業によって農家の購入飼
料の一部を補助することで農家を支援した。当事業において補助対象と
なる配合飼料数量は、県内流通量の９割以上を占めていることから、畜
産農家の飼料費負担の軽減に繋がった。

課題： 依然として飼料価格の高止まりは続いている。飼料価格の動向は、飼
料原料価格の変動、円安等の外的要因によって、今後も価格の不安定化
が懸念される。また、国の価格安定制度が発動する見通しが立っていな
いことから、今後も農家の飼料費負担が大きくなることも想定される。

そのため、制度の改善を国に求めると共に、畜産農家の生産性向上
や、畜産生産物の販売力強化等、畜産経営安定に向けた取組を引き続き
実施していく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：農林水産業の振興

重点施策事業名：家畜伝染病予防事業（継続）

事 業 期 間：昭和 年度～

部 課 等 名：農林水産部 畜産課

１ 事業の目的・内容
家畜伝染病予防法に基づき、家畜飼養農場への立入検査・衛生指導や予防注

射、精密検査等により家畜伝染性疾病の発生予防及びまん延防止対策を継続実施
する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

家 畜 伝 染

病 予 防 事

業

１ 家畜伝染病予

防事業

・家畜伝染病予防

法に基づき、口蹄

疫、豚熱、アフリ

カ豚熱及び高病原

性鳥インフルエン

ザ等の家畜伝染性

疾病の発生予防及

びまん延防止を図

る。

１ 家畜伝染病予

防事業

・家畜飼養農場へ

の立入検査・衛生

指導や予防注射、

精密検査等を実

施。豚熱ワクチン

は家畜防疫員によ

る 万頭接種。

鳥インフルエンザ

のモニタリング

は、県内４地域に

おいて毎月各３農

場の検査を実施。

令和６年度の特

定家畜伝染病の発

生はなかった。

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 家畜伝染病予防事業

効果： 高病原性鳥インフルエンザ等重要疾病のモニタリング検査や豚熱等の
予防注射、病性鑑定検査を行い、特定家畜伝染病の侵入を防止、早期発
見に務めた。令和６年度の特定家畜伝染病の発生はなく、安全・安心な
畜産物の生産が図られた。

課題： 今後、インバウンドの増加が予測され、口蹄疫及びアフリカ豚熱ウイ
ルス侵入リスクが高まる懸念がある。国と連携した水際防疫対策、農場
衛生管理の徹底・指導、異常畜発見時の早期通報体制の徹底など、家畜
伝染病侵入リスクに対する危機管理体制の強化・徹底を図る必要があ
る。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来 
  
実 施 項 目：農林水産業の振興 
  
重点施策事業名：造林奨励費（継続） 
 
事 業 期 間：昭和 47 年～ 
 
部 課 等 名：農林水産部 森林管理課 
 

１ 事業の目的・内容  
造林事業を推進することにより、健全な森林を造成し、森林の公益的機能の高 

度発揮及び山村地域の振興を図る。 
 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

造林奨励

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

224,357 

 

１ 造林奨励費 
・市町村有林等に
おいて、人工造林
や樹下植栽、下刈
り等の森林整備を
実施する。 

事業量 547.77ha 

 

221,158 

 

 

 

 

 

１ 造林奨励費 
・市町村有林等に
おいて、人工造林
や樹下植栽、下刈
り等の森林整備を
実施した。 

事業量 460.08ha 

最終予算額 

224,357 

執行率 
98.6％ 
不用額 
3,199 

 

 

 
３ 事業の効果/課題 

⑴ 造林奨励費  
効果： 森林資源の質的・量的内容の充実が図られるとともに、森林の有する

水資源のかん養、山地災害の防止、保健休養、木材生産等多面的機能が
増進された。 

課題： 事業主体である市町村において、林業を専門とする技術職員がいない
ことから、緊密な連絡調整や林業研究会等を通して、市町村への技術的
な助言を行う必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：農林水産業の振興

重点施策事業名：森林航空レーザデータ整備事業（新規）

事 業 期 間：令和６年度

部 課 等 名：農林水産部 森林管理課

１ 事業の目的・内容
航空機に搭載した３Ｄレーザスキャンにより、林地の計測及び当該レーザ計測

データの解析を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

森林航空

レーザデ

ータ整備

事業

１ 森林航空レー

ザデータ整備事

業

・地域森林計画対

象民有林における

森林情報の整備を

目的として、航空

レーザ計測及びデ

ータ解析を実施す

る。

１ 森林航空レー

ザデータ整備事

業

・地域森林計画対

象民有林における

森林情報の整備を

目的として、航空

レーザ計測及びデ

ータ解析を実施し

た。

箇所：石垣市

解析面積：

最終予算額

執行率

％

３ 事業の効果 課題
⑴ 森林航空レーザデータ整備事業

効果： 森林資源及び林内地形について、高精度かつ一様にデータを収集する
ことで、県が管理している台帳情報の精度向上に繋がる。

課題： 台帳情報の精度向上を図るため、予算の確保や解析手法等の検討が必
要である。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：農林水産業の振興  
  
重点施策事業名：サンゴ礁漁業におけるＳＤＧｓブランド化推進事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和４年度～令和８年度  
 
部 課 等 名：農林水産部  水産課  
 
１  事業の目的・内容  

本県のサンゴ礁性魚類資源について、持続可能性の科学的検証とブランド化支  
援により、資源管理施策の推進と高付加価値化を図る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ６  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

サ ン ゴ 礁

漁 業 に お

け る Ｓ Ｄ

Ｇ ｓ ブ ラ

ン ド 化 推

進事業  

 

 

 

 

 

 

24,922 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  サンゴ礁漁業

におけるＳＤＧ

ｓブランド化推

進事業  

・水産海洋技術セ

ンターにおいて、

資源管理対象種の

資源評価を実施す

る。  

・県独自の持続可

能な水産物の認証

制度設立に向けた

認証スキーム構築

に取り組む。  

23,738 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  サンゴ礁漁業

におけるＳＤＧ

ｓブランド化推

進事業  

・水産海洋技術セ

ンターにおいて、

資源管理対象種の

資源評価を実施し

た。  

・認証制度設立に

向けた認証スキー

ムを構築した。  

☆  

最終予算額  

25,536 

執行率  

93.0％  

不用額  

1,798 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴  サンゴ礁漁業におけるＳＤＧｓブランド化推進事業  
効果：  水産海洋技術センターにおいて、イセエビ類、ワモンダコ、ヨコシマ

クロダイなどの資源評価を行ったことにより、対象団体が取り組む資源
管理の検証に活用可能となった。  
また、委託事業を通した対象団体との調整により、持続可能な水産物

候補の抽出に加え、本県水産物の認証制度に必要な認証スキームを構築
した。  

課題：  認証制度の運用には、申請条件や認証合格ラインを定める必要がある
ことから、引き続き認証委員会で検討する必要がある。  

 
４  その他  

   本事業は、平成 29 年度～令和３年度に実施した「海洋保護区によるサンゴ礁
漁業の持続的な漁業推進事業」の後継事業として実施するものである。  



－ 291 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：農林水産業の振興 
  
重点施策事業名：県産ウニ復活プロジェクト事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和５年度～令和９年度 
 
部 課 等 名：農林水産部 水産課 
 
１  事業の目的・内容  

県内で天然資源が枯渇状態にあるウニ類等（シラヒゲウニ等）について、陸上
施設による完全養殖技術を確立し、養殖用種苗の安定生産・供給体制を確立す
る。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

県産ウニ

復活プロ

ジェクト

事業   

 

 

 

 

 

11,494 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県産ウニ復活

プロジェクト事

業 

・シラヒゲウニ等

について、養殖技

術を高度化し、県

内における陸上養

殖のモデルケース

作出に向けて取り

組む。 

・種苗の安定生産

技術開発を行う。 

11,324 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県産ウニ復活

プロジェクト事

業 

・シラヒゲウニ等

について、養殖技

術を高度化し、県

内における陸上養

殖のモデルケース

作出に向けて取り

組んだ。 

・種苗の安定生産

技術開発に向けて

取り組んだ。 

☆ 

最終予算額 

11,722 

執行率 

96.6％ 

不用額 

398 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴ 県産ウニ復活プロジェクト事業 
効果： 効率的な養殖を実現するために、適正飼育密度及び換水率の試験を実

施するとともに、配合飼料の改良により養殖技術高度化に向けて情報を
蓄積しているところである。 

課題： ウニ養殖には大量の飼料が必要であり、継続した飼料の確保が課題で
ある。そのため、成長や食味に優れ、安価に作成できる配合飼料の改良
に引き続き取り組む。また、ウニ等の種苗生産では疾病の発生を防ぐこ
とが重要であるため、引き続き、疾病対策の徹底が必要である。 



－ 292 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：農林水産業の振興 
  
重点施策事業名：沖合操業の安全確保支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 29 年度～令和７年度 
 
部 課 等 名：農林水産部 水産課 
 
１  事業の目的・内容  

漁業者の安全操業を確保し、緊急時の迅速な通報体制を整備するため、広域通 
信が可能な無線機の設置に対する支援を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

沖合操業

の安全確

保支援事

業    

 

 

 

 

 

50,706 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 沖合操業の安

全確保支援事業 

・広域通信が可能

な漁業用無線機 25

Ｗ型 47 台、150Ｗ

型３台、合計 50

台の設置補助を行

う。 

38,563 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 沖合操業の安

全確保支援事業 

・広域通信が可能

な漁業用無線機 25

Ｗ型 39 台、150Ｗ

型を０台、合計 39

台の設置補助を行

った。 

☆ 

最終予算額 

49,864 

執行率 

77.3％ 

不用額 

11,301 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴ 沖合操業の安全確保支援事業 
効果： 沖合における操業中の動静・安否確認が容易に行えるようになり、緊 

急時の連絡手段が拡充されたことで、漁業者の安全な操業体制を支援す 
ることができた。 

課題： 今後は、漁業協同組合から情報収集を行い、無線機の使用状況や漁業
者の抱える通信上の課題などを抽出することで、支援した無線機の更な
る活用を図り、沖合操業の安全確保の着実な推進に取り組む必要があ
る。 



－ 293 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：農林水産業の振興 
  
重点施策事業名：漁業人生まるみえ事業（新規） 
 
事 業 期 間：令和６年度～令和８年度 
 
部 課 等 名：農林水産部 水産課 
 
１  事業の目的・内容  

 新規漁業就業者の定着・確保を図るため、就業年数の少ない若年層の漁業者を
対象とした、経営診断やライフプラン作成の支援を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

漁業人生

まるみえ

事業 

 

 

 

 

 

8,569 

 

 

 

 

 

 

 

１ 漁業人生まる

みえ事業 

・モズク漁業者７

名に対して経営診

断を実施し、うち

３名のライフプラ

ン作成を支援す

る。 

5,987 

 

 

 

 

 

 

 

１ 漁業人生まる

みえ事業 

・モズク漁業者７

名に対して経営診

断を実施し、うち

３名のライフプラ

ン作成を支援し

た。 

最終予算額 

8,569 

執行率 

69.9％ 

不用額 

2,582 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴ 漁業人生まるみえ事業 
効果： 今回の支援により、モズク生産に係る原価管理の重要性のほか、生活

費の見直しや将来に向けた貯蓄の必要性について理解が進み、経営改善
に向けた意欲向上につなげることができた。 

課題： 新規漁業就業者の更なる定着促進を図るためには、モズク養殖業以外
の漁業種類についても同様に支援する必要がある。 
また、モズク漁業者の経営は不安定な状況にあり、経営を改善し、新

規就業者の定着につなげるためには、現場の課題を把握し、改善策を講
じる必要がある。 

 
４  その他  

令和７年度においてはソデイカ漁業者を対象に経営診断やライフプラン作成の
支援を行う。加えて、モズク養殖業に係る県内生産漁協が抱える課題や流通構造
を明らかにするため、モズクサプライチェーン実態調査事業を実施する。 



－ 294 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：農林水産業の振興  
  
重点施策事業名：漁業取締監督費（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 56 年度～  
 
部 課 等 名：農林水産部  水産課  
 
１  事業の目的・内容  

 関係法令に基づく取締等により、水産資源の保護培養、漁業調整及び漁業秩序
の維持を図るとともに、漁業指導監督用無線の円滑な運用を行い、漁業者の安全
を確保する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ６  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

漁業取締

監督費  

 

 

 

 

 

 

81,368 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  漁業取締監督

費  

・漁業取締船はや

てによる漁業取締

や陸域での取締の

実施。  

・漁業指導監督用

無線の運用。  

・日台漁業取決め

適用水域の巡視。  

 

・日台日中漁業問

題に係る見直し要

請。  

 

79,853 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  漁業取締監督

費  

・漁業取締船はや

てによる漁業取締

や陸域での取締を

44 回実施した。  

・漁業指導監督用

無線を運用した。

・日台漁業取決め

適用水域の巡視を

１回実施した。  

・日台日中漁業問

題に係る見直し要

請を行った。  

最終予算額  

81,368 

執行率  

98.1％  

不用額  

1,515 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴  漁業取締監督費  

効果：  本島北部地域において海上保安庁、漁業協同組合と合同で密漁監視パ
トロールを実施するとともに、ソデイカの操業ルール違反について鹿児
島県と連携して取締を行った。関係機関との連携により漁業取締・密漁
監視体制を強化し、漁業秩序の維持を図った。  

課題：  密漁等の巧妙化が進んでおり、対応を強化する必要がある。  
また、日台日中漁業問題の影響緩和を図るため、関係団体と連携して

国への要請活動を継続する必要がある。  



－ 295 －

基 本 項 目：新時代沖縄の到来 
  
実 施 項 目：農林水産業の振興 
  
重点施策事業名：水産生産基盤整備事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 23 年度～ 
 
部 課 等 名：農林水産部 漁港漁場課 
 

１ 事業の目的・内容  
水産物の生産拠点である漁港において、漁港施設を整備する。 

 
２ 事業の実績  

                               （単位：千円） 

 

重点施策

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 計  画 実  績 

当 初 

予 算 額 
事業内容 決算額 事業内容 

水産生産

基盤整備

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,469,673 

(872,650) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  水産生産基盤 

整備事業 

(1)水 産 物 の 生 産

機能の強化に資す

る浮桟橋等の整備

を行う。 

（計画：８地区） 

・渡名喜漁港 

・当添漁港 

・阿嘉漁港 

・名護漁港 

・泡瀬漁港 

・海野漁港 

・登野城漁港 

・牧港漁港 

 

1,657,972 

(848,762) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  水産生産基盤 

整備事業 

(1)水 産 物 の 生 産

機能の強化に資す

る浮桟橋等の整備

を行った。 

（実績：８地区） 

・渡名喜漁港 

・当添漁港 

・阿嘉漁港 

・名護漁港 

・泡瀬漁港 

・海野漁港 

・登野城漁港 

・牧港漁港 

 

最終予算額 

2,470,629 

執行率 

67.1％ 

翌年度繰越額  

785,347 

不用額 

27,310 

 

 

 
３ 事業の効果/課題  

⑴   水産生産基盤整備事業 
効果： 漁業者の就労環境改善のための浮桟橋設置、台風や地震等の大規模自

然災害に対応するための防波堤設置や岸壁の耐震化整備等を行うこと
で、水産物の生産機能の強化を図り、安定供給体制を確保した。 

課題： 漁港施設の整備は、漁業活動への影響を最小限に抑えるため、施工時
期や範囲等に制限を受けることが多く、漁業者等との綿密な調整が必要
である。また、資材高騰などによる全体事業費の増大や長工期化が懸念
されていることから、これまで以上に計画的かつ効率的な整備が必要で
ある。 

 



－ 296 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：農林水産業の振興 
  
重点施策事業名：水産流通基盤整備事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 23 年度～ 
 
部 課 等 名：農林水産部 漁港漁場課 
 
１  事業の目的・内容  

水産物の流通拠点である漁港において、漁港施設を整備する。 
 
２  事業の実績  

                               （単位：千円） 

 

重点施策

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 計  画 実  績 

当 初 

予 算 額 
事業内容 決算額 事業内容 

水産流通

基盤整備

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

688,233 

(395,909) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 水産流通基盤 

整備事業 

(1)陸 揚・集出荷

機能の強化等に資

する岸壁等の整備

を行う。 

（計画：３地区） 

・糸満漁港 

・仲里漁港 

・石垣漁港 

 

638,434 

(395,354) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  水産流通基盤 

整備事業 

(1)陸 揚 ・ 集 出 荷

機能の強化等に資

する岸壁等の整備

を行った。 

（実績：３地区） 

・糸満漁港 

・仲里漁港 

・石垣漁港 

 

最終予算額 

688,596 

執行率 

92,7％ 

翌年度繰越額 

47,593 

不用額 

2,569 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 水産流通基盤整備事業 
効果： 陸揚・集出荷機能の強化等に資する岸壁の耐震化等の整備を行うこと

で、安全・安心な水産物の安定供給体制を確保した。 
課題： 漁港施設の整備は、漁業活動への影響を最小限に抑えるため、施工時

期や範囲等に制限を受けることが多く、漁業者等との綿密な調整が必要
である。また、資材高騰などによる全体事業費の増大や長工期化が懸念
されていることから、これまで以上に計画的かつ効率的な整備が必要で
ある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：農林水産業の振興  
  
重点施策事業名：パラオＥＥＺ操業継続支援事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和２年度～  
 
部 課 等 名：農林水産部  水産課  
 
１  事業の目的・内容  

 本県漁船の重要漁場となっているパラオＥＥＺ（排他的経済水域）における操
業継続に向けて、漁業協議に関する情報収集・支援等を行うとともに、パラオと
の友好関係強化の覚書（ＭＯＵ）に基づく技術交流を推進する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ６  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

パラオＥ

ＥＺ操業

継続支援

事業  

 

 

 

 

 

 

 

4,780 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  パラオＥＥＺ

操業継続支援事

業  

・パラオとの漁業

協議に関する情報

収集及び漁業団体

の支援。  

・ＭＯＵに基づく

パラオとの技術・

人材交流。  

 

4,087 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  パラオＥＥＺ

操業継続支援事

業  

・漁業協議に係る

情報収集及び漁業

団体の支援等を実

施した。  

・ＭＯＵに基づく

パラオとの技術・

人材交流を実施し

た。  

最終予算額  

4,780 

執行率  

85.5％  

不用額  

693 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴  パラオＥＥＺ操業継続支援事業  
効果：  パラオ水域における操業について、パラオ側との協議がまとまり、

2025 年漁期についても本県所属のまぐろはえ縄漁船が操業を継続でき
ることとなった。  
また、令和７年１月に、農林水産部長を筆頭とした県水産関係者をパ

ラオへ派遣し、大臣等への表敬、情報交換及び技術指導を行った。  
課題：  現在、パラオにおける操業可能水域は、従来の２割程度に制限されて

おり、安定的な操業継続のためには、操業可能水域の拡大が必要であ
る。  

 
４  その他  

   パラオ海域での継続操業及び水域拡大、並びにパラオとの友好関係強化のた
め、令和７年度においても必要予算を措置し、漁業団体の交渉支援及びＭＯＵに
基づく友好関係・連携強化に向けた取組を実施する。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ 
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり 
  
重点施策事業名：治山事業費（継続） 
 
事 業 期 間：昭和 47 年～ 
 
部 課 等 名：農林水産部 森林管理課 
 
１  事業の目的・内容  

治山対策による森林の維持・造成を推進し、潮風害の防止、山地災害復旧・ 
  予防、及び生活環境の保全を図る。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

治山事業

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

976,628 

(358,774) 

１ 治山事業費 
 （補助金事業） 
２ 治山事業費 
 （交付金事業） 
 
(1)復旧治山 
  ３か所（２） 
(2)緊急予防治山 
  ５か所（１） 
(3)緊急機能強化
・老朽化対策 

  １か所 
(4)防災林造成 
  ８か所（２） 
(5)保安林総合改 
  良 

２か所（１） 
(6)保育 
  ８か所 
(7)予防治山 

６か所（２） 
 

 

計 33 か所（８） 

827,550 

(354,764) 

 

 

 

 

１ 治山事業費 
 （補助金事業） 
２ 治山事業費 
 （交付金事業） 
 
(1)復旧治山 
  ２か所（２） 
(2)緊急予防治山 
  ３か所（１） 
(3)緊急機能強化 
・老朽化対策 

  ０か所 
(4)防災林造成 
  ６か所（２） 
(5)保安林総合改 
  良 
１か所（１） 

(6)保育 
  ８か所 
(7)予防治山 

４か所（２） 
 

 

計 24 か所（８） 

最終予算額 
1,098,603 
執行率 
75.3％ 

翌年度繰越額 
255,828 
不用額 
15,225 

 
治山事業費 

(補助金事業 ) 
最終予算額 
866,032 
翌年度繰越額 
188,475 
不用額 
12,790 

 
治山事業費 

(交付金事業 ) 
最終予算額 
232,571 
翌年度繰越額 
67,353 
不用額 

2,435 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 治山事業費（補助金事業） 
⑵ 治山事業費（交付金事業） 
効果： ⑴防災林造成、保安林総合改良、保育等により、保安林の防潮・防風

機能の向上が図られた。 
⑵予防治山等により荒廃山地、荒廃危険山地の復旧及び予防が図られ

た。 
課題： 事業実施に当たり、保安林の指定同意の手続及び関係機関等との調整

について早期に解決する必要がある。 
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
 
実  施  項  目：離島・過疎地域の持続可能な地域づくり  
 
重点施策事業名：含蜜糖振興対策事業費（継続）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：農林水産部  糖業農産課  
 
１  事業の目的・内容  

離島地域における含蜜糖製造事業者の経営安定を図るため、製造合理化・製糖
施設の整備、安定供給対策等を支援する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ６  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

含蜜糖振  

興対策事  

業費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,974,663 

 

 

 

 

 

 

１  含蜜糖振興対  

 策事業費  

・含蜜糖製造事業

者の経営安定を目

的に、含蜜糖製造

コストに関する不

利性の緩和、気象

災害等による製造

コストの影響緩

和、含蜜糖の安定

供給、品質向上等

を支援。（４社８

工場）  

1,996,862 

 

 

 

 

 

 

 

１  含蜜糖振興対  

 策事業費  

・含蜜糖製造事業

者の経営安定を目

的に、含蜜糖製造

コストに関する不

利性の緩和、気象

災害等による製造

コストの影響緩

和、含蜜糖の安定

供給、品質向上等

を支援した。（４

社８工場）  

☆  

最終予算額  

1,999,015 

執行率  

99.9％  

不用額  

2,153 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  含蜜糖振興対策事業費  
効果：  含蜜糖製造事業者の経営安定支援を行うことにより、製糖工場の適正

操業が図られ、含蜜糖地域におけるさとうきび生産者の経営安定及び地
域経済の維持・発展に寄与している。  

課題：  含蜜糖生産は、地域の農業・経済を支える重要な基幹産業となってい
る。一方、含蜜糖地域でのさとうきびの生産条件等は不利なことから、
さとうきび生産者や含蜜糖製造事業者の経営に影響を及ぼす課題がある
ため、引き続き、含蜜糖製造事業者の経営安定対策を実施する必要があ
る。  

 


